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JBO３とは？

 生物多様性及び生態系サービスの総合評価2021（Japan 
Biodiversity Outlook 3：JBO3）

 次期生物多様性国家戦略の検討のために
◼ 日本の生物多様性・生態系サービスの現状を評価

◼ 生物多様性の損失を止め、回復に向かわせるための科学的知見を
提供

 「地球規模生物多様性概況（Global Biodiversity Outlook：
GBO）」に対応するかたちで実施

 2010年 GBO3 ⇒ 2010年 JBO1

 2014年 GBO4 ⇒ 2016年 JBO2

 2020年 GBO5 ⇒ 2021年 JBO3

世界的な議論の潮流を踏まえた、次期国家戦略の指針



JBO3に至る国内外の主な動き
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国内の動き世界の動き

１９９２ 地球サミットで「生物多様性条約」が気
候変動枠組条約とともに採択

２０１０ ＧＢＯ３の公表
ＣＯＰ１０で「愛知目標」が採択

２０１４ ＧＢＯ４の公表
２０１５ 国連総会にてＳＤＧｓが採択

２０１９ 「ＩＰＢＥＳ地球規模報告書」の公表
２０２０ ＧＢＯ５の公表
２０２１ ＣＯＰ１５の開催（予定）

１９９３ 日本も生物多様性条約を締結
１９９５ 初の生物多様性国家戦略の策定

２００８ 生物多様性基本法の制定

２０１０ ＪＢＯ１の公表
２０１２ 生物多様性国家戦略２０１２－２０２０の

策定
・愛知目標達成へのロードマップ
・東日本大震災を踏まえた自然共生社会

２０１６ ＪＢＯ２の公表

２０２１ ＪＢＯ３の公表
２０２２ 次期国家戦略の策定（予定）



SDGｓと愛知目標のつながり
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SDGs 愛知目標 SDGs 愛知目標 SDGs 愛知目標

* 生物多様性が目標達成に直接貢献

* 生物多様性が目標達成を支援 出典：GBO5

生物多様性の保全と持続可能な利用は
SDGｓ全体の屋台骨を支えている

• SDGｓの多くのターゲットに 愛知目標が直接反映



JBO3のキーポイント

1. 「4つの危機」による生物多様性の損失・生態系サービスの劣化が
継続、回復の軌道には依然として未到達

2. ＯＥＣＭ等により生態系のネットワークを構築し、生態系の健全性の
回復を図ることが有効

3. 自然を基盤とした解決策（ＮｂＳ）による気候変動を含む社会課題へ
の対処など、総合的な対策によって「社会変革」を起こすことが重要

4. 自然資本を活用した循環型・分散型の自然共生社会を目指したさま
ざまな対策（施策）を実施していくことが必要

◼ ビジネスと生物多様性の好循環（ＥＳＧ金融、ＴＮＦＤ）

◼ 教育や新たな価値観の醸成（ＥＳＤ） など
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キーポイント①：４つの危機とその把握
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⇒都市の魅力・
快適さの低下

⇒予測不能な被害
(経済・健康・文化)

開発・乱獲など人間
活動による危機

人間により持ち込まれ
たものによる危機

自然に対する働きかけ
の縮小による危機

⇒二次的自然・身近
な生物の喪失

耕作放棄地の増加
文化的景観の喪失

地球環境の変化
による危機

⇒水害・土砂災害の
多発

近年頻発する豪雨と土砂
災害 ・ 海洋の酸性化

世界的にも最少レベルで
緑地の少ない大阪都心部

広域的・長期的なモニタリングにより、
各影響の早期把握や、対策の効果検証が必要

外来生物や化学物質、マイ
クロプラスチック等の影響

• 4つの危機による生態系サービスの劣化が依然として継続



キーポイント②：OECM

 OECM：Other Effective area-based Conservation 
Measures

◼ 民間等の取組により保全が図られている地域や保全を目的としない管理
が結果として自然環境を守ることにも貢献している地域

◼ 「愛知目標」の中で保護地域と並列して挙げられている保全手段

◼ 従来の「保護地域」の網では対象とされてこなかった貴重な環境を適切
に評価する枠組み
 都市部の人工緑地、都市公園

 農山村、里地里山

 工場周辺の緑地、企業の活動地

 軍用地、演習場 など
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分断されていた既存の保護地域の間をOECMでつなぎ、
ネットワーク化によって生態系の健全性を回復



キーポイント③：NbS

 NbS：Nature-based Solutions

自然を基盤とした解決策

◼ 自然を基盤として社会の諸課題を解決していくアプローチを包含する
コンセプト

 生態系を活用した防災・減災（Eco-DRR）

 グリーンインフラストラクチャー

 生態系を活用した適応策（EbA）

◼ 脱炭素にも貢献
 パリ協定の目標達成に必要な削減量の約3分の1をNbSでカバー可能

◼ 生物多様性・生態系サービスを人間の社会・経済活動の基盤として
捉えなおし、社会課題全般に対処していく「社会変革」が重要
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森林環境税を効果的に活用し、森林の持つ機能を活用して

防災・減災や脱炭素社会化を推進



キーポイント④：ESG金融，TNFD

 ESG金融
◼ 企業分析・評価を行ううえで 長期的な視点を重視し、環境・社会・ガバナ
ンスの情報を考慮した投融資行動をとることを求める取り組み

※Environment, Social, Governance

◼ ESGへの取り組みはコストではなく、将来の企業価値を向上させる資産

 TNFD：自然関連財務情報開示タスクフォース

※Taskforce on Nature-related Financial Disclosures

◼ 企業や金融機関が自然への依存度や影響を評価、管理、報告するため
の枠組みを検討する国際イニシアチブ
 TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）の自然版的な側面

 2023年に具体的な情報開示枠組みが完成予定
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ＥＳＧ金融とＳＤＧｓの流れを活用し、企業参画のかたちで

ビジネスと生物多様性の好循環を確立



キーポイント⑤：ESD

 ESD：Education for Sustainable Development
持続可能な開発のための教育
◼ 持続可能な社会の作り手を育む教育

 気候変動や生物多様性の喪失といった問題の解決に資する
新たな価値観の醸成と行動変容を目指す

10

– 近年の社会経済活動の中で失われてきた自然に対する関心を再形
成し、将来にわたる取り組みの基盤を構築する

• 市民参加型の大規模調査や、情報収集・提供システムの活用が有効

生物多様性に関する情報集約と科学的な評価を進め、
人材育成や情報発信を強化



ポストコロナへのポイント：ワンヘルス

 ワンヘルス：One Health

◼ 人間と動物、生態系の健康を一体として捉える

◼ 動物由来感染症の発生を減らすためには、人間 だけでなく
動物や生態系の健全性を統合的に守る取り組みが必要
 生息環境の撹乱→ウィルスの変異・人との接触機会の増加
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– 近年、動物由来の感染症が多発する中で注目度が増加
• SARS、MERS、エボラ出血熱、新型コロナウィルス

– GBO5の中でも、持続可能な道への移行項目の1つとして掲載
• 野生生物とその生息地の保全により、人間の健康を推進する

将来の新たなパンデミックのリスクを低減させるためにも
生態系の保全や回復、適切な利用が重要



まとめ

 OECMの導入とモニタリングの強化により、4つの危機への対
応を加速化

 自然を基盤とする解決策（NbS）の概念を導入し、生物多様性
・生態系サービスを社会・経済活動の基盤に位置づけ

 ESG金融の活用やESDの促進により、社会変革を推進
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新型コロナウィルス感染症のパンデミックと
ポストコロナ時代への社会変革を契機として、

ワンヘルスの概念の導入と都市集中型の社会構造の是正により
自然資本を活用した循環型・分散型の自然共生社会の実現へ
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OECMとは？ ①
令和３年度第１回「民間取組等と連携した自然環境
保全（OECM）の在り方に関する検討会」 資料
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OECMとは？②
令和３年度第１回「民間取組等と連携した自然環境
保全（OECM）の在り方に関する検討会」 資料
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30 by 30 とOECM 令和３年度第１回「民間取組等と連携した自然環境
保全（OECM）の在り方に関する検討会」 資料

30 by 30：COP15で決定されるポスト枠組において2030年までに
陸域の30％と海域の30％の保全・保護を目指す目標。
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「日本型」OECMの検討状況 令和３年度第１回「民間取組等と連携した自然環
境保全（OECM）の在り方に関する検討会」資料
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「日本型」OECMの検討状況 令和３年度第１回「民間取組等と連携した自然環
境保全（OECM）の在り方に関する検討会」資料
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「日本型」OECMの検討状況 令和３年度第１回「民間取組等と連携した自然環
境保全（OECM）の在り方に関する検討会」資料
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「日本型」OECMの検討状況 令和３年度第１回「民間取組等と連携した自然環
境保全（OECM）の在り方に関する検討会」資料
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「日本型」OECMの検討状況 令和３年度第１回「民間取組等と連携した自然環
境保全（OECM）の在り方に関する検討会」資料
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「日本型」OECMの検討状況 令和３年度第１回「民間取組等と連携した自然環
境保全（OECM）の在り方に関する検討会」資料



おわりに

 「大阪府レッドリスト2014」には絶滅種131種（102種）を含む
1485種（795種）が掲載され（カッコ内は2000年版）、野生生物
の衰退が顕著である。

 同リストには貴重な生態系も掲載され、低湿地やワンド、アマ
モ場、干潟、里地里山などの自然環境の悪化が確認された。

 今後は、既存の保護区の質を高めるとともに、OECMなどの民
間と協働する仕組みを積極的に活用するなどして保護地域を
拡大し、野生生物の生息場所となる生態系のネットワークを確
保する必要がある。

 また、生物多様性の４つの危機への対応を含め、これ以上絶
滅種を出さないなど、大阪の生物多様性を維持・増進する実
効性のある取り組みが期待される。
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